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閣議等と同様の法的措置が必要とする会議及び 

議事録又は議事概要の作成はできないとする会議 

 

 

１．閣議等と同様の法的措置が必要とする会議（１会議） 

 

副大臣会議：各副大臣の職務を円滑に遂行するために相互に連絡調整を図

るとともに、内閣府及び各省の政策等に関し相互の調整 

【理由】 

①副大臣は「政務の処理」等を所掌事務とし、同会議が国会審議の活性  

化や政治主導の政策決定システムの確立を目指して創設されたもので

あることから、「高度に政治性を有する事柄も含めた自由かつ忌憚のな

い議論」が要請されるという点で「閣僚懇談会」と同様である。 

②議事内容が高度に政治性を有するものであり、情報公開により一定期  

間経過前に議事録等が開示される余地を残すことは、会議における議 

論を萎縮させるおそれがあり、議事録等の作成・公開を行う趣旨を損 

なうと考えられる。 

 

２．議事録・議事概要のいずれの作成もできないとする会議（３会議） 

 

安全保障会議：国防・重大緊急事態に関する重要事項の審議 

安全保障会議 事態対処専門委員会：武力攻撃事態等を含む緊急事態の審議 

国家安全保障に関する内閣機能強化のための検討チーム：国家安全保障に

関する内閣機能強化のための検討 

【理由】 

① 議事録・議事概要を作成することにより、自由かっ達な意見交換が阻

害され、実質的な審議ができず、会議が担っている機能を著しく低下

させるおそれがある。 

② 議事録・議事概要を作成することにより、会議内容の漏えいのおそれ

がある。 

③ 議事録・議事概要の 30 年経過後公表を原則とすることは困難である。 

 

資料１－２
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３．議事概要の作成は可能だが、議事録の作成はできないとする会議 

（１２会議） 

拉致問題対策本部：拉致問題に関する対応 

国際組織犯罪等・国際テロ対策推進本部：国際テロに関して関係行政機関 

の緊密な連携を確保するとともに、有効適切な対策を総合的かつ積極 

的に推進 

パッケージ型インフラ海外展開関係大臣会合：インフラ分野の民間企業の取

組を支援し、国家横断的かつ政治主導で機動的な判断を行う 

包括的経済連携に関する閣僚委員会：高いレベルの経済連携を推進する 

FTAAP・EPA のための閣僚会合：我が国として主要な貿易相手国・地域と

の包括的経済連携強化のための取組を着実に実施 

TPP 交渉参加に向けた関係国との協議に関する関係閣僚会合：国益の視点

に立って、TPP 協定について結論を得ていく 

沖縄政策協議会：沖縄県に所在する米軍の施設・区域に係る諸問題に関し協

議し、また、沖縄県が我が国経済社会の発展に寄与する地域として整

備されるよう、沖縄に関連する基本施策に関し協議 

沖縄政策協議会 沖縄振興部会：国家戦略を見据えた沖縄振興策の検討を行

う 

沖縄政策協議会 米軍基地負担軽減部会：米軍基地負担の軽減及び地位協定 

を巡る課題に対応 

沖縄関係閣僚会合：沖縄の基地負担の軽減及び沖縄振興に関する諸課題に 

関し、関係閣僚間の率直な意見交換を行う 

拉致問題に関する関係府省連絡会議：拉致問題に対する取組の現状について、

政府内部における情報共有を図る 

内閣情報会議：我が国又は国民の安全に関する国内外の情報のうち、内閣 

の重要政策に関するものに関する総合的な把握等 

【理由】 

外交、防衛、テロ、インテリジェンス等の機微にわたる事項を議論し

ているため、逐語の議事録を作成した場合には、自由かっ達な議論の支

障となり、万一情報漏えいが起こった場合に国益を著しく損なうおそれ

がある。 
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（参考）会議の根拠・構成員 

＜閣議等と同様の法的措置が必要とする会議（１会議）＞ 
会議名 根拠 構成員 

副大臣会議 
 

国会審議の活性化及び政

府主導の政策決定システ

ムの確立に関する法律 

（平成 11 法律 116 号）

閣議申合せ（H13.1.6） 

主宰者：内閣官房長官 

議長：内閣官房副長官(政務) 

構成員：内閣府、各省のすべての

副大臣 

 

＜議事録・議事概要のいずれの作成もできないとする会議（３会議）＞ 
会議名 根拠 構成員

安全保障会議 安全保障会
議設置法（昭
和61法律71
号） 

議長：内閣総理大臣
議員：内閣法第九条の規定によりあらかじめ
指定された国務大臣、総務大臣、外務大臣、
財務大臣、経済産業大臣、国土交通大臣、
防衛大臣、内閣官房長官、国家公安委員会
委員長 

安全保障会議
事態対処専門
委員会 

安全保障会
議設置法（昭
和61法律71
号） 

委員長：内閣官房長官
委員：内閣官房副長官（政務）、内閣官房副長

官（事務）、内閣危機管理監、内閣官房副長
官補、内閣情報官、警察庁警備局長、総務
審議官、消防庁長官、法務省入国管理局長、
外務省総合外交政策局長、外務省北米局長、
財務官、財務省関税局長、文部科学省科学
技術・学術政策局長、厚生労働省大臣官房
技術総括審議官、農林水産省消費・安全局
長、経済産業省貿易経済協力局長、資源エ
ネルギー庁長官、国土交通審議官、海上保
安庁長官、原子力規制庁長官、防衛省防衛
政策局長、防衛省運用企画局長、統合幕僚
長 

国家安全保障
に関する内閣
機能強化のた
めの検討チー
ム 

 
￣ 

チーム長：内閣官房長官
チーム員：内閣官房副長官（衆）、内閣官房副

長官（参）、内閣官房副長官（事務） 

※下線は大臣  
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＜議事概要の作成は可能だが、議事録の作成はできないとする会議（12 会議）＞ 

会議名 根拠 構成員 

拉致問題対策

本部 

閣議決定

(H21.10.13) 

本部長：内閣総理大臣 

副本部長：拉致問題担当大臣、内閣官房長官、

外務大臣 

国際組織犯罪

等・国際テロ対

策推進本部 

閣議決定 

(H13. 7.10) 

 

本部長：内閣官房長官 

副本部長：国家公安委員会委員長 

本部員：内閣官房副長官(政務及び事務）、法務

副大臣、外務副大臣、財務副大臣、厚生労働

副大臣、経済産業副大臣、国土交通副大臣 

パッケージ型

インフラ海外

展開関係大臣

会合 

官房長官決 

裁 

(H23.10.21) 

 

議長：内閣官房長官及び国家戦略担当大臣 

構成員：総務大臣、外務大臣、財務大臣、経済

産業大臣、国土交通大臣及び環境大臣 

事務局長：議長の指名する内閣官房副長官 

包括的経済連

携に関する閣

僚委員会 

 

￣ 

内閣総理大臣、内閣官房長官、国家戦略担当

大臣、総務大臣、外務大臣、厚生労働大臣、農

林水産大臣、経済産業大臣、内閣府特命担当大

臣(経済財政政策)等（同席者はそのときの議題

によって変化） 

FTAAP・EPA

のための閣僚

会合 

 

￣ 

議長：内閣官房長官及び国家戦略担当大臣 

構成員：外務大臣、財務大臣、農林水産大臣、

経済産業大臣、内閣府特命担当大臣（経済財

政政策担当） 

事務局長：議長が指名する内閣府副大臣 

TPP 交渉参加

に向けた関係

国との協議に

関する関係閣

僚会合 

 

￣ 

議長：国家戦略担当大臣 

構成員：内閣官房長官、外務大臣、財務大臣、

厚生労働大臣、農林水産大臣、経済産業大臣、

内閣府特命担当大臣（金融担当） 
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会議名 根拠 構成員 

沖縄政策協議

会 

閣議決定 

(H８.９.17) 
 
 
 

主宰者：内閣官房長官  

構成員：内閣府特命担当大臣（沖縄及び北方対

策）、内閣府特命担当大臣（沖縄及び北方対

策を担当する者を除く。）、国家公安委員会委

員長、総務大臣、法務大臣、外務大臣、財務

大臣、文部科学大臣、厚生労働大臣、農林水

産大臣、経済産業大臣、国土交通大臣、  

環境大臣、 防衛大臣、沖縄県知事 

沖縄政策協議

会 沖縄振興部

会 

沖縄政策協 

議会決定 

(H22.9.10) 

部会長：内閣官房長官  

構成員：内閣府特命担当大臣（沖縄及び北方対

策）、総務大臣、外務大臣、財務大臣、農林

水産大臣、経済産業大臣、国土交通大臣、防

衛大臣、沖縄県知事、沖縄市長会会長、沖縄

県町村会会長 

沖縄政策協議

会 米軍基地負

担軽減部会 

 

沖縄政策協 

議会決定 

(H22.9.10) 

部会長：内閣官房長官 

構成員：外務大臣、防衛大臣、内閣府特命担当

大臣（沖縄及び北方対策）、沖縄県知事、沖

縄県軍用地転用促進・基地問題協議会副会長

沖縄関係閣僚

会合 

 

￣ 

内閣官房長官、内閣府特命担当大臣（沖縄 

及び北方対策）、外務大臣、財務大臣、防衛大

臣等 

拉致問題に関

する関係府省

連絡会議 

閣議決定 

(H21.10.13) 

議長：拉致問題担当大臣 

構成員：内閣官房副長官(政務）、内閣官房副長

官(事務）、内閣府副大臣（拉致問題担当）、

内閣府副大臣（金融担当）、内閣府大臣政務

官（拉致問題担当）、総務副大臣、法務大臣

政務官、外務副大臣、財務副大臣、文部科学

副大臣、厚生労働副大臣、農林水産副大臣、

経済産業大臣政務官、国土交通副大臣、環境

副大臣、防衛副大臣、内閣官房副長官補(外
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政担当）、内閣広報官、内閣情報官、拉致問

題対策本部事務局長代理、警察庁次長、公安

調査庁長官、海上保安庁長官 

内閣情報会議 閣議決定 

(H10.10.27) 

 

議長：内閣官房長官 

委員：内閣官房副長官(政務）、内閣官房副長官

(事務）、内閣危機管理監、内閣官房副長官補

(内政担当）、内閣官房副長官補(外政担当）、

内閣官房副長官補(安全保障・危機管理担

当）、内閣情報官、警察庁長官、金融庁長官、

公安調査庁長官、外務事務次官、財務事務次

官、経済産業事務次官、海上保安庁長官、防

衛事務次官 

※下線は大臣 
  


